
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

中学校入学支援金給付事業

①物価高騰の影響を受ける子育て世帯を支援するため、
中学校入学時に必要となる学用品等の購入のための支援
金を支給する。
②中学校入学支援金支給に係る経費
③支援金　22,290千円
・60千円×274人＝16,440千円
・準用保護対象者　90千円×65人＝5,850千円
④令和９年度に中学校入学を予定している子を持つ保護
者

R8.4 R9.3

2
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

子育て世帯福祉医療助成事業

①物価高騰の影響を受ける子育て世帯の家計負担軽減を
目的として、市の単独事業として小中学生および高校生世
代までの医療費が無料となるよう、自己負担分を助成す
る。
②福祉医療費助成に係る経費
③市単独福祉医療費助成費（小学生～18歳年度末対象）
110,000千円
④小学生から18歳年度末までの市民（子ども）約4,000人

R8.4 R9.3

3
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

子育て世帯応援金給付事業

①物価高騰の影響を受ける子育て世帯の家計負担軽減を
目的として、市の単独事業として国保税で徴収している18
歳以下の子どもに係る均等割額を実質ゼロにするための
応援金を支給する。
②国民健康保険子育て世帯応援金支給に係る経費
③事業費　11,610千円
・国民健康保険子育て世帯応援金　11,500千円
18歳以下の子ども１人当たりの均等割額の自己負担相当
額
【未就学児以外】
軽減なし世帯40,300円、２割軽減世帯32,240円、５割軽減
世帯20,150円、７割軽減世帯12,090円
【未就学児】
軽減なし世帯20,150円、２割軽減世帯16,120円、５割軽減
世帯10,075円、７割軽減世帯6,045円
・通信運搬費　110千円
④令和８年６月１日において、平成20年４月２日以降に生
まれた市国保の被保険者がいる世帯であり、令和７年度
分の国保税の納付を要する世帯の世帯主

R8.4 R9.3
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